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1．防潮水門の津波時操作に関する検証について

【事務局説明】
· 大阪府防災会議「第１回南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会」において、内閣府中央防災会議より発表のあった津波断層モデルのうち、大阪湾に大きな影響を与える４ケースが選定され、それぞれのモデルで津波浸水シミュレーションを実施した。この際、計算条件は前回の審議会と同様であるが、防潮堤高については最新の測量データを反映した。

· 大阪港沿岸部並びに西大阪地区の各代表地点及び各防潮水門の全地点において、４ケースのうち、ケース⑩が概ね高い値を示す結果となった。また、内閣府中央防災会議の発表データでも、全11のケースのうち、ケース⑩の大阪湾内の最高水位が高い値を示す傾向にあることから、ケース⑩を本検討における「最大クラス相当の津波」とした。
· 最大クラス相当の津波でシミュレーションを実施した結果、各防潮水門より上流地点では水門を閉鎖することにより津波の遡上を抑制することができるが、下流地点では、木津川において、水門開放時に比べ水位が上昇し越水することが判明した。これは水門閉鎖という人為操作に伴う浸水であり、今後どのように対応していくべきか課題と考えている。
· 津波に対する水門耐力の検討結果をうけて、水門開閉を可能にする扉体、回転支承部及び中央堰柱の補強対策についてさらに検討したが、いずれも施工が難しく現実的な方策を見つけることができなかった。
· Ｌ１津波に対し、３水門とも主水門の一部で補強できない箇所があり、水門の開放をできない可能性がある。なお、Ｌ１、Ｌ２相当津波ともただちに水門流失という二次被害は発生しないが、安全度を高める補強等については一部必要となる。
· 津波時の大水門閉鎖に伴う損傷の度合によっては、水門の撤去方法について検討が必要となる。撤去期間については、被災による諸要因を考慮する必要があるが、作業は１～２ヶ月を要するとの結果であった。
【委員意見】
○　Ｌ２津波時に、水門閉鎖という人為操作により、結果として木津川水門下流側に新たに浸水が発生する。しかしながら、全体としての浸水の軽減と、下流域での浸水の程度を鑑みると、水門閉鎖という選択は正しい。

○　一方、下流域での浸水に対する対応を検討するうえでは、費用対効果や地域との協議も含め対応を検討する必要がある。さらに、人的被害の発生の有無が対応を検討するうえで重要な要素となる。
○　基本的には、Ｌ２相当津波に対しては、ハード・ソフトの両面から対応すべきであるが、経済的に可能であり、その原因が人為操作に伴うものであれば、ハード対策で検討するという選択もある。さらに検討を進めて報告をしてほしい。
○　Ｌ２相当津波では、津波の遡上による上流域の浸水を抑制できれば、その効果は高く、防潮水門であることを考慮すれば損傷もやむを得ない。損傷後は洪水リスク等考えると、少なくとも１つの水門を早く撤去して通水させることが望まれる。
○　長期的には、津波に対して減勢効果のある構造物も検討してほしい。

２．津波発生時における防潮施設の操作について
【事務局説明】
· 大阪管区気象台技術部地震火山課より、平成25年3月7日から実施される津地警報等の見直しについて説明がされた。
· 東北地方太平洋沖地震で得られた課題に対して、気象庁としてはマグニチュード８を上回る地震では、第１報の迅速性は確保しつつ、津波波源、規模の不確実性を考慮した中で、津波警報の第１報を安全サイドで発表していく。

· 直面する津波の防御については、東日本大震災の教訓を活かし、あらゆる危機事象の発生を想定することが必要である。水門上流の低い防潮堤高、堤防の耐震状況及び多数ある防潮鉄扉の設置状況等を考慮し、多重防御かつより安全側の施設操作という視点から、津波警報時にも大水門を操作するべきかどうか御審議いただきたい。
【委員意見】
○　多重防御という観点から、また、安全サイドに立つということであれば、津波警報時に大水門を閉鎖しておくべきである。
○　過去の津波シミュレーション結果等により、津波警報では水門が破損する程度まで水位が上昇しない可能性が高く、大水門を閉鎖する判断をするべきである。
３．津波被災後の二次災害把握と対応について
【事務局説明】
· 津波被災後の二次災害（洪水リスク、高潮リスク）の把握と対応について説明した。
· 洪水リスクに対しては、10年確率規模の降雨に対して浸水しない程度の高さ（OP+3.5ｍ）を目標に、土嚢等により応急復旧する。操作困難になった防潮鉄扉はクレーン等により移設して閉鎖状態を確保する。また、副水門の開放操作に合わせて、主水門を1基撤去して洪水時の疎通能力を確保し、リスク軽減を図る。さらに、住民避難に用いる河川水位基準を見直すなどソフト面からもリスク軽減を図る。
・高潮リスクに対しては、計画堤防高（OP+4.3ｍ）まで防潮堤の仮復旧を行う。大水門２基は存置する。

・　水門が破損することによって様々なリスクが発生するが、大水門のうち１つでも健全であれば、水門開閉することによって、洪水や高潮のリスクを低減させることができる。

【委員意見】
○　三大水門が全て開閉できなくなった上での、洪水リスクなど、最悪を想定した上で検討されている。リスク管理上はこのような対応が望ましいと考えられる。

○　リスク管理面ではこのような様々な洪水、高潮リスクを想定したその対応の準備は大変重要であるが、一方、高潮、津波に対して対応する施設として三大水門を位置付けたのであれば、施設計画として、必要な機能を持たせることが必要であると考える。
○　大水門は設置後40年以上が経過している。機械の観点からみると可動部分の補強はかなり難しい問題である。津波による外力は、当初の設計条件から厳しい条件に変わった場合の補強は難しいため、新しい水門のようなものを考えていくことを推奨する。
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